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�愛媛県告示第４６４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグストアモリ北条辻店

松山市北条辻１１６４番

�愛媛県告示第４６３号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

愛媛県給与システム運用保
守業務委託 一式

愛媛県総務部総務管理
局行政経営課総務事務
管理室
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和６年４月１日

株式会社アイシーエス
代表取締役社長
法貴 敬
岩手県盛岡市松尾町１７番
１０号

５８，０００，０００円 地方自治法施行令第１６７条の２第
１項第２号の規定による
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� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和７年１月２日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４８１平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

６４台

イ 駐輪場の収容台数

１４台

ウ 荷さばき施設の面積

５０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

９．１１立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和６年５月１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦

覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４６５号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

大洲市河辺町北平１９９３から１９９５まで

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び大洲

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４６６号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字奥野川１５１３の１、１５１３の２、１５１４の１から

１５１４の４まで、１５１５の１

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字奥野川１５１４の１・１５１５の１（以上２筆について次の図

に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松野町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４６７号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所
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西条市丹原町関屋乙９９の４

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

丹原町関屋乙９９の４（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第４６８号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

西条市丹原町関屋乙２４の１、乙１５９の２

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

西条市丹原町関屋乙２８の１、乙２９の１、乙２９の２、乙３１の１

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西条

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４６９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和６年５月１７日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和６年５月７日

３ 指定道路の位置

四国中央市妻鳥町字六反地１２２３番１の一部、１２２９番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ７９．５７メートル

� 幅員 ５．００メートル

�������
�愛媛県告示第４７０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和６年５月１７日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和６年５月８日

３ 指定道路の位置

四国中央市金田町半田字栴壇木乙２９１番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ９０．０９メートル

� 幅員 ４．４２メートル

�愛媛県告示第４７１号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由、そしゃく・呼吸器
機能障害

内科、リハビ
リテーション
科

医療法人財団尚温会
伊予病院 仙 波 尊 教 伊予市八倉９０６番地５ 令和

６年５月１日

肢 体 不 自 由 内 科 新 田 診 療 所 林 夕起子 新居浜市新田町一丁目９番９号 令和
６年５月１日
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�愛媛県告示第４７２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４７３号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

肢 体 不 自 由 整 形 外 科
独立行政法人地域医
療機能推進機構宇和
島病院

公 文 剣 斗 宇和島市賀古町二丁目１番３７号 令和
６年５月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

清 家 史 靖 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 お ち 内 科 循 環 器 科 伊予郡松前町大字大溝５０８番

地１２
令和６年
３月３１日

酒 井 真一郎 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 愛 媛 県 立 新 居 浜 病 院 新居浜市本郷三丁目１番１号 令和６年

３月３１日

� 米 達 彦 西 予 市 立 西 予 市 民 病 院 西予市宇和町永長１４７番地１ 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 令和６年

４月１日

窪 田 真 志 西 予 市 立 西 予 市 民 病 院 西予市宇和町永長１４７番地１ 松野町国民健康保険中央診療
所

北宇和郡松野町大字延野 １々４
０６番地第４

令和６年
４月１日

丹 啓 紀 住 友 別 子 病 院 新居浜市王子町３番１号 済 生 会 西 条 病 院 西条市朔日市２６９番地１ 令和６年
４月１日

村 上 幹 和 住 友 別 子 病 院 新居浜市王子町３番１号 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１番１号 令和６年
４月１日

曽我部 恭 成 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１番１号 今 治 市 医 師 会 市 民 病 院 今治市別宮町七丁目１番４０号 令和６年
４月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・小腸機能障害 内 科 おひさまファミリー

クリニック 藤 野 俊 伊予郡松前町大字筒井３９９番地１ 令和
６年３月２８日

じ ん 臓 機 能 障 害 腎 臓 内 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 牧 田 愛 祐 東温市志津川 令和

６年４月４日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 原 和 也 東温市志津川 令和
６年４月４日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 羽 成 敬 広 東温市志津川 令和
６年４月４日

聴覚障害、平衡・音声・言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 甲 斐 成 彦 東温市志津川 令和
６年４月４日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 丸 山 諒 東温市志津川 令和
６年４月４日

ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害

肝胆膵・乳腺
外科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 � 田 泰 次 東温市志津川 令和

６年４月４日

ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害

肝胆膵・乳腺
外科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 坂 元 克 考 東温市志津川 令和

６年４月４日

ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害

肝胆膵・乳腺
外科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 小 川 晃 平 東温市志津川 令和

６年４月４日

心 臓 機 能 障 害 小 児 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 � 田 秀 実 東温市志津川 令和

６年４月４日

心 臓 機 能 障 害 心臓血管外科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 福 西 琢 真 東温市志津川 令和

６年４月４日

肢 体 不 自 由 臨床薬理内科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 多 田 聡 東温市志津川 令和

６年４月４日
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訓 令

�愛媛県訓令第８号
土 木 部

東 予 地 方 局

愛媛県鹿森ダム操作規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和６年５月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県鹿森ダム操作規則の一部を改正する訓令

愛媛県鹿森ダム操作規則（昭和４１年愛媛県訓令第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（洪水）

第３条 洪水は、流水の貯水池への流入量（以下「流入量」とい

う。）が毎秒１９０立方メートル以上ある場合における当該流水と

する。

（洪水調節）

第１５条 所長は、次に 定めるところにより洪水調節を行わな

ければ ならない。ただし、所長は、気象、水象その他の状況に

より特に必要と認める場合においては、次 に定めるところ

によらないことができる。

� 流入量が毎秒１９０立方メートルに達した後、毎秒３６９立方メー

トルに達するまでは、毎秒｛（流入量－１９０）×０．８６４＋１９０｝

立方メートルの流水を放流し、流入量が毎秒３６９立方メートル

を超えたとき以後は、流入量が毎秒３４５立方メートルに等しく

なるときまで、毎秒３４５立方メートルの流水を放流すること。

� 流入量が毎秒３６９立方メートル以下で、最大に達した後は、

毎秒｛（最大流入量－１９０）×０．８６４＋１９０｝立方メートルの流

水を流入量が当該流量に等しくなるときまで放流すること。

� 前２号の場合において、水位の状況により、放流することの

できる流水の量がそれぞれ前２号に規定する量に満たないとき

は、当該水位において放流することのできる最大量の流水を放

流すること。

（放流量）

第２２条 ダムから放流を行う 場合においては、ダムからの放流量

は、次 に掲げる量から山根発電所の使用水量（毎秒５立方

（洪水）

第３条 洪水は、流水の貯水池への流入量（以下「流入量」とい

う。）が毎秒１００立方メートル以上ある場合における当該流水と

する。

（洪水調節）

第１５条 所長は、次の各号の定めるところにより洪水調節を行なわ

なければならない。ただし、所長は、気象、水象その他の状況に

より特に必要と認める場合においては、次の各号に定めるところ

によらないことができる。

� 流入量が毎秒１００立方メートルに達した後、毎秒３８３立方メー

トルに達するまでは、毎秒｛（流入量－１００）×０．８６４＋１００｝

立方メートルの流水を放流し、流入量が毎秒３８３立方メートル

を超えたとき以後は、流入量が毎秒３４５立方メートルに等しく

なるときまで、毎秒３４５立方メートルの流水を放流すること。

� 流入量が毎秒３８３立方メートル以下で、最大に達した後は、

毎秒｛（最大流入量－１００）×０．８６４＋１００｝立方メートルの流

水を流入量が当該流量に等しくなるときまで放流すること。

（放流量）

第２２条 ダムから放流を行なう場合においては、ダムからの放流量

は、次の各号に掲げる量から山根発電所の使用水量（毎秒５立方

肢 体 不 自 由 臨床薬理内科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 越 智 智佳子 東温市志津川 令和

６年４月４日

肢 体 不 自 由 神 経 内 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 岡 田 陽 子 東温市志津川 令和

６年４月４日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 内 科 西予市立西予市民病

院 濱 田 徹 西予市宇和町永長１４７番地１ 令和
６年４月５日

肢体不自由、呼吸器・ぼうこう
又は直腸・小腸・肝臓機能障害 外 科 西予市立西予市民病

院 澤 田 芳 行 西予市宇和町永長１４７番地１ 令和
６年４月５日

肢体不自由、心臓・呼吸器・ぼ
うこう又は直腸機能障害 外 科 西予市立西予市民病

院 末 光 浩 也 西予市宇和町永長１４７番地１ 令和
６年４月５日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸機能障
害

小 児 科 医療法人起生会武田
医院 渡 部 雅 愛 今治市桜井四丁目１２番３１号 令和

６年４月８日

肢 体 不 自 由 内 科 医療法人起生会武田
医院 武 田 昭 今治市桜井四丁目１２番３１号 令和

６年４月８日

肢 体 不 自 由 形 成 外 科 住 友 別 子 病 院 安 井 史 明 新居浜市王子町３番１号 令和
６年４月８日

改 正 後 改 正 前
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和６年５月１７日

愛媛県中予地方局長 矢 野 悌 二

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県松山庁舎外壁修繕業務

� 委託業務名及び数量

愛媛県松山庁舎の外壁の修繕 １式

� 委託業務の内容等

入札説明書、設計書及び仕様書による。

� 委託期間

契約締結日の翌日から令和７年３月３１日（月）まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県松山市北持田町１３２番地

愛媛県松山庁舎

� 入札方法

入札金額は、業務に係る費用の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

� 愛媛県知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までに

おける愛媛県の製造の請負等に係る競争入札参加資格を有する

と認められた者であり、かつ、「特定調達参加希望」の登録を

している者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、愛媛県知事が行う入札参加資格停止の期

間中にない者であること。

� 業務実施の主体として本件の入札に付する業務と同種の業務

を確実に履行した実績を有する者であること。

� 建築一式工事に係る建設業許可（大臣、知事のいずれも可）

を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県中予地方局地域産業振興部総務県民課総務係

〒７９０―８５０２

愛媛県松山市北持田町１３２番地

電話 （０８９）９４１―１１１１ 内線３０３

又は（０８９）９０９―８７５０

� 入札書の受領期限

令和６年６月２６日（水）午後２時００分まで。

� 入札説明書の交付方法

公告の日から令和６年６月１４日（金）までの執務時間中（午

前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、最終日は午後５時

００分まで）に、�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和６年６月２６日（水）午後２時００分

愛媛県松山庁舎６階第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す業

務を履行できることを証明する書類を、入札説明書等に基づき

令和６年６月１４日（金）午後５時００分までに提出しなければな

らない。

なお、愛媛県中予地方局長から当該書類の内容に関して、説

明を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県中予地方局長が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Repair

of outer wall at Matsuyama Government Building Ehime

メートル以内）を控除した量を超えないようにしなければならな

い。

� 省略

� 第２０条第３号、第８号又は第９号の場合においては、毎秒

１９０立方メートル

� 省略

メートル以内）を控除した量をこえないようにしなければならな

い。

� 省略

� 第２０条第３号、第８号又は第９号の場合においては、毎秒

１００立方メートル

� 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。
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Prefecture

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２６ June２０２４

� For further information，please contact： General Affairs

Section，General and Public Affairs Division，Regional

Industrial Development Department，Matsuyama Government

Building Ehime Prefecture，１３２ Kitamochidamachi，

Matsuyama，Ehime７９０―８５０２ Japan

TEL０８９―９０９―８７５０

�愛媛県選挙管理委員会告示第２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和６年５月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 三 好 賢 治

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１１４，９０２

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２２，２９９

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２３９，３６３

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和６年５月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

�愛媛県選挙管理委員会告示第３０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和６年５月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党愛媛県小売酒
販支部 忽 那 秀 亮 主たる事務所の所在地 松山市千舟町七丁目７－３ 松山市宮西一丁目１－２ 令和６年２月２８日

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４２，７１２ １４，２３８

南 宇 和 郡 １７，０９８ ５，７００

松山市・上浮穴郡 ４２８，４５０ １３８，０７５

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３２，１８５ ４４，０６２

宇和島市・北宇和郡 ７１，１６５ ２３，７２２

八幡浜市・西宇和郡 ３４，０４２ １１，３４８

新 居 浜 市 ９６，０７４ ３２，０２５

西 条 市 ８７，７９５ ２９，２６５

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ４７，３４１ １５，７８１

伊 予 市 ３０，１３９ １０，０４７

四 国 中 央 市 ７０，０６６ ２３，３５６

西 予 市 ２９，９４８ ９，９８３

東 温 市 ２７，８８７ ９，２９６

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

大西よしなり後援会 � 原 誠 仙 波 誠 東温市牛渕７６３－２ 令和６年４月１日

�木まさふみ笑顔の会 � 木 雅 史 坪 谷 和 彦 今治市高橋甲６２５－１ 令和６年４月３日

けんじと絆のロンド 大 西 賢 治 亀 井 真紀子 四国中央市川之江町４０６４－７ 令和６年４月１２日

高橋たもつ後援会 � 橋 保 � 橋 保 西条市大町１５８３－３ 令和６年４月２２日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和６年５月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 三 好 賢 治

１ 政党の支部

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

自由民主党愛媛県小売酒販支部 忽 那 秀 亮 令和６年２月２８日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

高 橋 た も つ 後 援 会 � 橋 保 令和６年４月２２日

代 表 者 忽 那 秀 亮 山 口 俊 一

会 計 責 任 者 忽 那 秀 亮 山 口 俊 一

自由民主党小田支部 林 博 会 計 責 任 者 越 智 治 徳 西 岡 正 令和６年３月２０日

自由民主党愛媛県支部連
合会 鈴 木 俊 広 代 表 者 鈴 木 俊 広 三 宅 浩 正 令和６年３月３０日

会 計 責 任 者 岡 田 志 朗 戒 能 潤之介

自由民主党愛媛県松山市
第十三支部 向 田 将 央 会 計 責 任 者 向 田 将 央 米 井 富 春 令和６年３月３１日

自由民主党愛媛県エルピ
ーガス支部 妹 尾 次 郎 会 計 責 任 者 峯 本 耕 典 本 田 拓 也 令和６年４月１日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

井谷ゆきえ後援会 高須賀 順 子 会 計 責 任 者 末 田 真 志 大河内 美知子 令和６年１月１日

政治結社志國紫電改 岩 城 誠太郎 主たる事務所の所在地 松山市山越三丁目１７－５９ 松山市千舟町七丁目８－５ 令和６年３月３１日

会 計 責 任 者 佐 藤 良 枝 佐 藤 葵

向田まさひろ後援会 向 田 将 央 代 表 者 向 田 将 央 米 井 富 春 令和６年３月３１日

会 計 責 任 者 向 田 将 央 松 岡 勝 美

しんやしき剛後援会 大 西 亮 平 代 表 者 大 西 亮 平 稲 澤 眞 一 令和６年４月１日

全国ＬＰガス政治連盟愛
媛県支部 妹 尾 次 郎 会 計 責 任 者 峯 本 耕 典 本 田 拓 也 令和６年４月１日

遠藤あや後援会 遠 藤 素 子 代 表 者 遠 藤 素 子 井 上 博 幸 令和６年４月２０日

細川ひであき後援会 細 川 富 生 代 表 者 細 川 富 生 高 木 守 令和６年４月２０日

会 計 責 任 者 河 野 高 義 細 川 富 生

�愛媛県選挙管理委員会告示第３２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

令和６年５月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治
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公営企業管理規程

�愛媛県公営企業管理規程第５号
愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める管理規程を次のように定める。

令和６年５月１７日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める管理規程

愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（令和６年愛媛県条例第２６号）の施行期日は、令和６年５月２１日とする。

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

大 西 賢 治 四国中央市長 けんじと絆のロンド 四国中央市川之江町４０６４－７ 令和６年４月１１日

令和６年５月１７日 発行


